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第二部　労働運動

III　団体交渉と労働争議

２　労働争議

3　労働争議の解決状況

　一九八三年の総争議五五六二件のうち、解決および解決扱い（当事者の労使間では解決方法が

ない労働争議、解決の事情が明らかでない争議等）となったのは五四〇六件（全体の九七・二％）

で、解決方法別の内訳は第77表のとおりである。労使直接交渉によるものの割合増加が注目され

る。争議の解決件数を継続期間（争議開始から解決にいたるまでの期間）別にみると、第78表のよ

うに五日以下で解決した争議が三五八八件（解決件数の六六・四％）と多く、前年にくらべその割合

も高くなっている。主要要求別に継続期間をみると、「賃金増額」「労働協約の締結および改訂」「休

日・休暇」要求での争議は、五日以下で解決したものが半数以上を占めるのにたいし、「解雇反対

等」「事業の休廃止等」「労働協約の効力」に関する要求での争議は、過半が継続期間三一日以上

である。
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